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平成23年3月17目

都道府県医師会

介護保険担当理事殿

日本医師会常任理事

　三上　裕司

要介護認定に係る有効期間の一部改正に関する

　　　　　通知等の送付について

　拝啓時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　平素は介護保険制度運営に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、要介護状態区分または要支援状態区分の認定に係る有効期間については、これまでも市町

村が介護認定審査会の意見に基づき特に必要と認める場合、それぞれの申請区分に応じて設定可能

な認定有効期間の範囲で有効期間が設定されております。

　今般、「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成22年11月30日社会保障審議会介護保険部

会取りまとめ）を踏まえ、要介護認定等に係る市町村の事務負担を軽減する観点から、区分変更申

請時、更新申請時（前回申請において要介護（要支援）と認定された方で、今回申請時においても

要介護（要支援）と認定された方を除く）においては、これまで3～6ヶ月の間で設定可能であっ

た範囲を拡大し、3～12ヶ月の間で認定期間を設定可能とする介護保険法施行規則の一部を改正

する省令が発出され、本年4月1日より施行されることとなりました。

　つきましては、貴職におかれましては、当該通知等の趣旨をご理解いただき、貴会会員へ周知方

ご協力を賜りたく、ご高配のほど宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具

記

〈添付資料〉

・介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について（依頼）

　（老老発0310第1号　平23．3．10厚生労働省老健局老人保健課長通知）

以上



轡

老老発0310第1号

平成23年3月10日

社団法人日本医師会

　会　長　原中　勝征　殿

厚生労働省老健局老人保健課

障蝋騰

騰課劉塁

介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について（依頼）

　要介護認定に係る有効期間については、今般、　「介護保険法施行規則の一部を改正

する省令」　（平成23年厚生労働省令第20号）が公布されたことに伴い、別添のと

おり、　r介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について」　（平成23年3

月10日老発0310第1号厚生労働省老健局長通知）を各都道府県知事あて通知し

たと・ころですので、本通知の趣旨をご理解の上、貴会会員への周知をいただきたくお

願い申し上げます。
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　　　　　介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について

　介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成2＄年厚生労働省令第20号6以

下「改正省令」という・）が乱本日公布され・平成23年4月1目よグ施行すること

とされたところである。

改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、貴職においては、その旨御了知の

上、貴都道府県内の市町村等の保険者べの周知徹底を図られたい。

記

1　改正省令の内容

（1）要介護状態区分又は要支援沫態区分の変更の認定に係る有効期間につい七（第

　　’38条及び第52条関係）

　要介護状態区分又は要支援状態区分の変更め認定に係る有効期間についてく市

町村が介誰認定審査会の意見に基づき特に必要と認める場合は～3月間から12

．月間まで（6月間を除く。）の範囲内で定めることができることとしたこと。



（2）要支援更新認定の申請であって介護保険法（平成9年法律第123号。以下

　　「法」という。）第35条第4項の規定により法第27条第1項の申請とみな

　　されたものに係る要介護認定に係る有効期間について（第38条及び第52条

　　関係）

　要支援更新認定の申請であって法第35条第4項の規定により法第27条第

1項の申請とみなされたものに係る要介護認定に係る有効期間について、市町村

が介護認定審．査会の意見に基づき特に必要と認める場合は、3月間から12月間

まで（6月間を除く。）の範囲内で定めることができることとしたこと。

（3）要介護更新認定の申請であって法第35条第2項の規定により法第32条第1

　　項の申請とみなされたものに係る要支援認定に係る有効期間について（第38

　　条及び第52条関係）

　要介護更新認定の申請であって法第35条第2項の規定により法第32条第

．1項の申請とみなされたものに係る要支援認定に係る有効期間について、市町村

が介護認定審査会の意見に基づき特に必要と認める場合は、3月間から12月間

まで16月間を除く。’）の範囲内で定めることができるとととしたこと。

2　施行期日等

（1）施行期日

平成23年4月1日

（2）経過措置

　改正省令に規定する有効期間は、平成23年4月1目以後に申請があった要介

護認定及び要支援認定について適用．し、平成23年3月31日までに申請があっ

た要介護認定及び要支援認定の有効期間は、従前どおりとすること．



要介護認定に係る有効期間の見直しについて

〇r介護保険制度の見直しに関する意見」（平成22年11月30日社会保障審議会介護保険
　　部会取りまとめ）を踏まえ、要介護認定等に係る市町村の事務負担を軽減する。

〇介護保険法施行規則（平成11年厚生労働省令第36号）に規定する有効期間の上限の
　一部を以下のとおり改正する。

（具体的な対応案）

申請区分等
原則の認定有

@効期間

設定可能な認

阯L効期間の
@　範囲

原則の認定有

@効期間
@（改正後）

設定可能な認

阯L効期間の
ﾍ囲（改正後）

新規申請 6ヵ月 3～6ヵ月 6ヵ月

区分変更申請 6ヵ月 3～6ヵ月 6カ

　3～6ヵ月
@　　　o　　　　　　　籏ま　　　　　、鞭，！掘、

@3～12ヵ月前回要支援→今回要支援 12ヵ月 3～12ヵ月 12ヵ月

更
新
申
請

前回要介護→今回要介護 12ヵ月 3～24ヵ月 12ヵ月

前回要支援→今回要介護 6ヵ月 3～6ヵ月 6ヵ月

　3～24ヵ月
�@　　　，一．嚢　　　　　　一i黙　　　　　　鯉　　　　　　　藍

前回要介護→今回要支援 6ヵ月 3～6ヵ月 6ヵ月
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